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平成 27年 7 月 28日 

 

各  位 

不動産投資信託証券発行者名 

日本プライムリアルティ投資法人 

代表者名 執行役員  金 子  博 人 

（コ－ド番号 8955） 

資産運用会社名 

株式会社東京リアルティ・インベストメント・マネジメント 

代表者名 代表取締役社長   大久保  聡 

問合せ先 取締役財務部長   栄 田  聡 

（TEL. 03-3516-1591） 

 
 

規約一部変更及び役員選任に関するお知らせ 

 

本投資法人は、本日開催の役員会におきまして、規約一部変更及び役員選任に関し、下記の通り決議

いたしましたのでお知らせいたします。 

なお、下記事項は、平成 27年 9月 8 日に開催される本投資法人の投資主総会での承認可決をもって有

効となります。 

 

記 

 

1. 規約一部変更の主な内容及び理由について 

(1) 投資信託及び投資法人に関する法律施行規則（平成 12年総理府令第 129号。その後の改正

を含みます。以下、「投信法施行規則」といいます。）の改正に伴い、資産を主として不

動産等資産（投信法施行規則第 105 条第 1 号ヘに定めるものをいいます。）に対する投資

として運用することを目的とする旨の変更を行い、併せて関連する規定について必要な修

正を行うものです（現行規約第 2条、別紙 1の 1 ないし 3(1))。 
(2) 投資信託及び投資法人に関する法律（昭和 26 年法律第 198 号。その後の改正を含みます。

以下、「投信法」といいます。）の改正に伴い、以下のとおり、規定を新設又は削除するも

のです。 

① 現行規約第 10条第 1項に従って開催された投資主総会の日から 25か月を経過する前に

開催される投資主総会については、公告をすることを要しない旨の規定を新設するもの

です（変更案第 10 条第 5項）。 

② 投資主総会の決議によって、法令に定める限度において、役員の任期を延長し又は短縮

することができる旨の規定を新設するものです（変更案第 20条第 1項但書）。 

③ 投信法の改正が施行されたことに伴い、当該改正の効力発生に係る附則を削除するもの

です（現行規約第 41条）。 

(3) 投資法人における税会不一致の問題に関して、投資法人の計算に関する規則（平成 18 年内

閣府令第 47 号。その後の改正を含みます。）及び租税特別措置法（昭和 32年法律第 26 号。

その後の改正を含みます。）等の改正に伴い、投資法人における課税負担を軽減すること

を目的として金銭の分配方針のうち利益を超えた金銭の分配を可能とする旨の変更を行う

ものです（現行規約第 30条第 4号）。 

(4) 投資信託及び投資法人に関する法律施行令（平成 12 年政令第 480 号。その後の改正を含み

ます。）の改正により、特定資産の範囲に再生可能エネルギー発電設備及び公共施設等運営
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権が含まれることとなったため、規定を新設及び修正するものです（変更案別紙 1 の 2(3)d.

ないし f.）。 

(5) 租税特別措置法施行規則（昭和 32年大蔵省令第 15 号。その後の改正を含みます。）の改正

により、投資法人が課税の特例適用を受けるための要件が変更されたため、規定を削除す

るものです（現行規約別紙 1 の 3(7)）。 

(6) その他、必要な条項の整備、表現の変更及び明確化、並びに字句の修正を行うものです（現

行規約別紙 1の 2(3)柱書） 

 

（本件の詳細については、別紙「第 10 回投資主総会招集ご通知」をご参照ください。） 

 

2. 役員選任について 

 執行役員 1 名（金子博人）及び監督役員 2 名（安田莊助、出縄正人）は、平成 27 年 9 月 14 日

をもって任期満了となりますため、平成 27年 9 月 8日に開催される投資主総会に執行役員 1名及

び監督役員 2名の選任についての議案を提出するものです。 

 また、執行役員及び監督役員が法令に定める員数を欠くことになる場合に備え、補欠執行役員

1 名及び補欠監督役員 1名の選任について議案を提出いたします。 

 

(1) 執行役員候補者 

 金 子 博 人（重任） 

※ 候補者と本投資法人の間には、特別の利害関係はありません。 
 

(2) 補欠執行役員候補者 

 大久保 聡（重任） 

※ 候補者は、株式会社東京リアルティ・インベストメント・マネジメント代表取締役社

長を兼務しています。 

上記を除き、候補者と本投資法人の間には、特別の利害関係はありません。 

 

(3) 監督役員候補者 

 出 縄 正 人（重任） 

 草 薙 信 久（新任） 

※ 候補者と本投資法人の間には、特別の利害関係はありません。 
 

(4) 補欠監督役員候補者 

 杉 山 昌 明（重任） 

※ 候補者と本投資法人の間には、特別の利害関係はありません。 
 

（本件の詳細については、別紙「第 10 回投資主総会招集ご通知」をご参照ください。） 

 

3. 投資主総会の日程 

平成 27年 7 月 28日 投資主総会提出議案の役員会承認 

平成 27年 8 月 20日 投資主総会招集ご通知の発送（予定） 

平成 27年 9 月 8日 投資主総会（上記の規約一部変更及び役員選任等を付議）（予定） 

 

以 上 

【別紙】第 10回投資主総会招集ご通知 


































	（TEL. 03-3516-1591）

